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竜周 査 の 概 要  

1 調査の目的  

この調査は、介護サービスに係る給付費の状況を把握し、介護報酬の改定など、介護保険制度   

の円滑な運営及び政策の立案に必要な基礎資料を得ることを目的とした。  

なお、本調査は統計法に基づく届出統計である。   

2 調査の範囲   

各都道府県国民健康保険団体連合会が審査したすべての介護給付費明細書、給付管理票を集計   

対象とした。  

ただし、福祉用具購入費、住宅改修費など市区町村が直接支払う費用（償還払い）は含まない。   

3 調査の時期  

毎月（平成18年5月審査分～平成19年4月審査分）   

4 調査事項  

（1）介護給付貴明細書・・・性、年齢、要介護（要支援）状態区分、サービス種類別単位数・回数等  
（2）給付管理票…………性 、年齢、要介護（要支援）状態区分、サービス種類別計画単位数等   

5 調査の方法及び系統   
（1）調査の方法  

国民健康保険中央会の取りまとめのもとに、各都道府県国民健康保険団体連合会において審   

査した介護給付費明細書等のデータをコピーし、厚生労働省大臣官房統計情報部に提出する方  

法により行った。   

（2）調査の系統  

指定介護予防サービス事業所  

指定介護予防支援事業所  

指定地域密着型介護予防サービス事業所  

指定居宅サービス事業所  

指定居宅介護支援事業所  

指定地域密着型サービス事業所  

介護保険施設  

都道府県国民健康保険  
団体連合会  

6 集計方法   

結果の集計は、厚生労働省大臣官房統計情報部で行った。   

7 利用上の注意   
（1）表章記号の規約  

計数のない場合  

統計項目のあり得ない場合  

表章単位の2分の］，未満の場合  

減少数の場合  

（2）原審査分について集計している。  

（3）数値はそれぞれの表章単位未満での四捨五入のため、計に一致しない場合がある。  

（4）介護保険制度改正により、平成18年4月1日から新たに介護予防サービス及び地域密着型   
サービスが開始された。併せて介護報酬改定が実施された。  

○介護報酬改定率  △0．5％  
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結 果 の 概 要   

1受給者の状況  

（1）年間受給者数  

平成18年5月審査分から平成19年4月審査分（以下「1年間」という。）における介護予   

防サービス及び介護サービスの年間累計受給者数をみると∠12，984．1千人となっており、その  

うち介護予防サービス受給者数は4，760．1千人、介護サービス受給者数は38，238．5千人とな  

っている。  

また、年間実受給者数（平成18年4月から平成19年3月（7）各サービス提供月において、1度  

でも介護予防サービス去たは介護サービスを受給した者）は4，295．6千人となっており、平成   

17年度と比較すると102．8千人減少している。（表1、表2）  

表1 受給者数の年次推移  
いii位．r人）  

ー′隼m美点給打数ごL、祢Tl度ヒ亨 川右㍉ヤ川∴＝ノ）符サ〉し二、右捉仁〔＝止＝下】畦サヒく∫‡給バにノノ て†言ノ＝仕ノ㌢了」ノたモ〕出てをJり、   
1＝亥期い＝㌧ニ被竹競ア替りし′〕ノ変L′：、、〔〔）／〉ナ場．1＼二日、′ぅり′之拾賞 しし′て汗 卜し：いろ  

表2 サービス種類別にみた受給者数  

巨成1叫山相打汀トイ城刊咋′川藩洒力  
介護了′防サービス  

ト眉川上  国  
去；圭「T苫敏   

：1奈 類   17（〕0．1   パ0ご．7   

介護「軋由tけ十－ぺ   1h2ニー．H   7†頼．l   

1】砧≠か」   l1H：う，H   77∴1，1   

巨港理ノナノ．iん「ハjJ「．護   ごご75．（i   ≠軋9   

介護r・情誼吊～浴介護   2．6   0．7   

行澱r′；ん．ぅ刷怖護   1：妬．5   ，   

上海「防訪肛プノ＼どリ′」シL   2：ミ．2   5，l   

／「「准r・≠相川丹護   17うこう．5   う1リ．l   

れ港理′拍帰．リハ！二、、り′・ニ′】ニ   hh（），〔i   lニヱl．5   

什湛「・リノ祐】i仙川iしi￥J   ううう．0   11H．t）  

恒町り再   うこう．l   

r「‖堰「▼甘吐制～恒牛】け、湛   1：う．：う   17．リ  

丹誠「中川川j人什ーか▲登戸謹（打軒   リ．1   上1   

什護「照雄1用5人」一昭紅施行攫叫砧パ：）   （），7   り．l   

十護「甚申′十1軒養’≦二て＝理指や   り1．0   用．〔う   

∫り室川小甘定旋ぷ人目㌣′巨fト行詫   リリ．H   川」う   

介護「陸上採   11（う0．1   77（う．1   

行護ナlニノノ」粧踊汗廿り－、ビ’1   1：う．リ   こう．1   

ト護＝札．細り．烏≠刊拍車介．；嘩   1，t）   1．】   

ブト護r′【坊ノ＝肘臣紬鮒門畑イブ卜護   ニ．7   （），7   

7「護r′防Li．抽］す．I；刷上こ巧「＝しけ」′上江介護け「用廿＝侶二人外〕   6」う   1」う   

T「－港川ノノ認う、【り．再机宮川■†］′＝打介護りヰ判別川）   り，り   0，〔）   

介護サービス  （i抑′二＝「人）  

り閃堵L盲ト  隼W圭  

之拾首枚   立論声敷   

総 放   ：うパごニーR．5  ′11〔トl．7   

IlT′f：汗㌧一し二、、ぺ   2（う醐（う，5  ：う 卜l1．2   

ri仙川適所   ㌘＝弼0．√1  2リ5リ」う   

．彷「‖行護   117日ミ）∴う  1521．8   

訪問人1ri什．護   ～）6コ．ご   1：う9．9   

訪問れ港   2902∴′1   ：；（‖．（）   

／l」リ′、t二「ノ「－ノン   ニミ55．8   1（う．（〕   

い吊「護   ＝）HIH．H  1：うぅ7Jう   

川F申」ハL rて   Jニ   1HOこぅ」与   hOご．1   

手㍍止冊り■丹㌧   l（）57：1．」  1：う7う．2   

恒期人叫   ：う1パ†）．ご   （う：‖．6   

つ：糊人叶卜f1う什．湛   ごご浴5Jう   う0－1．リ   

1＝珊扶両崎計れ射巨隠   606．7   15h．1   

再捜り、所坤養れ准（病Ii′′こ：i7：J   62．8   17．5   

目上煩藁帯・理指鳶   ごう（i5．5   ：与52∴う   

m宣■んむ互．，上人吊首′＝．「介護   R71，7   川7，1   

＝十介雅之抜   252圧），7  二う（）21，H   

地域凍＝†里」ト仁ぺ   1リ51．h   ∴H．1   

夜間HJ∫L：∫写リl喜ノ砧廿什護   ∵∴＋＼   （）．8   

i．㌣加症札止こ聖跡軒介護   17ニう．l   トニー．6   

小姓佐多隆能里．・：一七什濾   29．5   6．5   

L認知症甘心里圧吊十汗介護（う‡‘用欄＝汁以外〕   ト1ニうこ弓，2   152，（i   

．；一肌‖痛打止巧■丹∴椚i†介護（う三‘川刺川）   1」う   0．6   

L叫戒瀬√＝甘打出払茂人居ポ′卜i．†イ「．穫   1」i   0，7   

地域緯さぺ＋′j－ち川、懲宮人巨由祉鮎．之」トーt二、ス   10．8   1．ご   

恥骨小仁ス   りHご1・l．1  1075」う   

什護手．，■潮二施．，ノ去Iトゼく   】パ0丘」   用二う．（）   

れ潅保健施設ヤ・一㌢二∴1   ：うh′15．6   15′1．H   

介」港櫨荷駄∃是サ、ヒぺ   ト1ニ捕．5   1り5．2   

注：1年間のうち介護予防サービスと介護サービスの両方を受けた者は、それぞれに計上される。  
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表3 サービス体系別にみた受給者数の月次推移  

（l由位：丁・人）  

平成用隼  
5什帝査分 

介護「防サーゼス総数   15．2   

介言嵯r′l彷居セサービス   ：う7．2   

介護r′防地域締着型サーゼス   0．1   

介．子隻サービス総数   ：う451．1 こi．   

居宅サービス   2535．0 2，   

地域密着型サービス   ‖6ノミ   

施設サーービス   BOO．ノ1  

h城1畔  
〔                                 ノj   7ノ］   鋸】   9J】  10ノJ llノ】 12ノj       川審査分   こ川    4ノ1   

125．5  198．7   266．6    ：うこう∫1．′1  √10′1．2   16こi．0   5〔け．7    5昭H  58√弓7  620，7   662．6   

l15．0   川札9 25ご1．7    321．5   391．0   ∠151．2 ‘105．こミ   536．6  572．7  610．1  65l．6   
0」i   0．5   0．7  0・9   1. II 1.111 1・6  l．6   l．7   l．9  2．0   

う01．7  

う65．0   
155．0       160．b  161．8    168．5  169．7  170．9  17、i．5   

弓16，9  引5．7  811．R  †云占5．0■ 824．2 82＝  82：う．5  825．1  825．0   82こう．5 R29．0   

く参考〉 サービス種類別にみた受給者数の年次推移（介護保険制度改正前）  
（単作二二「人）  

平   

総   数  

居士サービス  

林肌轟   

誹l艮j介護  

．チノ川上j入浴介護   

訪I日石認   

請けりリハビリテーシ三1ン   

適所介護   

適所リハビリテーシ1ン   

福利二川！ま代㌧   

短期入所   

短期人軌′卜活介護   

短期入所療養介推（老健）   

短期入所痺養介護（病佑■こ勺宗）   
」   
上官宅療養管理指導   

認知症対比二型則・司′仁清介↓穫   

恒定施設入所机活介護   

居宅介．護支援  

施．没サーービス  

介護療養臥∃葦サーービス  

26893．4   

25414・6  

12 024．0  

3 000．7  

9 924．4  11123．0  

4 870．0  

9 520．3  

（2）要介護（要支援）状態区分の変化  

平成18年5月審査分における受給者のうち、平成18年4月から平成19年3月の各サービ   

ス提供月について1年間継続して介護予防サービスまたは介護サービスを受給した者（以下   

「年間継続受給者」という。）は、2，506．0千人となっており、年間継続受給者の要介護（要支   

援）状態区分を平成18年4月と平成19年3月で比較すると、「要支援1」～「要介護1」の   

軽度の受給者が1，122．4千人から953．4千人に減少している（表4）。  

また、「要介護2」～ 「要介護4」の要介護（要支援）状態区分の変化割合をみると、それぞ   

れの要介護度で、軽度化よりも重度化の割合が高くなっている（図1）。  

平成18年4月の介護保険制度改正により平成18年4月で「経過的要介護」となった受給   

者は、平成19年3月には75．0％が「要支援1」「要支援2」へ移行している（図2）。  
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表4 年間継続受給者数の要介護（要支援）状態区分の変化別割合  
（巨吏1、／′i））  

仁」友＋川勺ニ ニ； j  

† 
総鮫  rご）ご、） 

（ごう（帆（）「ノ、．）   
（肝廿1「人）   

（1（うり．パ「▲人）   

（2う川i，0「′人）   （lり〔）・りり′り）1川）り  8．2  9．】  0．8  19．9  1軋7  16．5  14．6  12．1  

せ友は】  
（21．f）r人）  ノ ー→＼  （0・削り 1川）り  83．1  8．2  5．（う  2．1  0．7  0．2  0．ユ  

、巨                                                                                     要支援2 （2l 
．1丁▲人）  6．4  69．6  12．6  8．1  2．2  0，6  0．2   

戌  経過的明雄．庵 （共＝J千人）  二＼j コ  （11・h‖） 川（川  50．9  2・4．1  6．1  13．4  1．O  l．2  0」ミ  0．1   

要介港l  
けl   （7HH．り「一人）    （二圧1‖′〔，）1り「）．り  4．7  16．7  0．3  52．7  18．0  5．7  1．5  0．3   

隼   一致二介護2 （′12′1．（）「人）  （Ⅰ7・（）侶 1（）り．り  OJう  1．7  0，0  8．O  tS4．3  19．6  5．0  1．1   

せ介護こi  

＝72．0「人）  （11・Hりr）1UO・0  0・1   0・4  0．0   1．7  9．3   67．0   17．9  3．6   

要介．穫」  
廿舗．7丁▲人）  （1：川’り）川0．〔）  0．0   0．1  0．0   0．3  1．6   8．5  73．9  15，6  

せ介濾5  
（250．0「一人）  （川・0∩） 川り．り  0．0  0．0  0．1  0．3  1．0  6．5  92．1  

図1年間継続受給者数の要介護（要支援）状態区分の変化別割合  

【正三Z】中畑軒ヒ  ⊂＝＝コ維持   臨喜ヨす〔せ化  （－ケf））   

100．0  

80．0  

60．0  

40．0  

20．0  

0．0  

要支援1  ■要支ほ2  【せ介1湛1  ・堤介‖壁2  ・夏作．‡佳：i   ・要rr護1  せ介護5   

け：要介，隼1の種皮化には、巨成」杵隼川し／〕介護保険制皮改L卜：∴上り・要▲友緩2′＼移行した美深i肴をたむ  

図2 年間継続受給者のうち経過的要介護の要介護（要支援）状態区分の変化  

平成19隼3月の要介護（要支援）状態区分別割合  

拙≠凋1・」  

せ十1イ〔1lりリ  

r腑帰巨1  

り．り  1（）．（）  封）．0   二与00  10（）  5（）．0  
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（3）性・年齢階級別にみた受給者の状況  

平成19年4月審査分における認定者数4，509．6千人のうち、受給者数は、3，580．4千人と  

なっており、性別にみると、「男」1，025．3千人（28．6％）、「女」2，555．1千人（71．4％）と  

なっている。また、認定者に対する受給者の割合をみると、「男」75．8％、「女」80．9％とな  

っている。（表5）  

65歳以上の年齢階級別人口に占める受給者の割合を男女別に見ると、「70～74歳」以降の  

全ての階級において、女性の受給割合が男性を上回っている（図3）。  

表5 性別にみた認定者数・受給者数  

認定者数（千人）①   受給者数（千人）②  構成割合（％）  受給者割合（％）②／①  

4月審査分  4月審査分   4月審査分   平成19年  平成18年  品嘗纂品嘗盗品嘗纂  平成18年  平成19年平成18年         4月審査分  4月審査分   

総 数   4509．6  4559．8   3580．4   3547．5  100．0  100．0   79．4  77．8   

男   1351．8 1368．8  1025．3  1017．2  75．8  74．3   

女   3157．83191．C  2555．ト 2530．3  71．4   71．3  80．9  79．3   

図3 性・年齢階級別にみた65歳以上人口に占める受給者の割合  

平成18年11月審査分  

75～79  80～84  85～89  90～94   95歳以上  65′㌧69  70′、、一74  

注：人口は、総務省統計局「平成18年10月1日現在推計人口（総人口）」を使用した。  
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2 受給者1人当たり責用額  

（1）サービス種類別にみた受給者1人当たり費用額   

平成19年4月審査分の受給者1人ミ1たり費用額は148．9千円となっており、介護保険制度改   

正前の平成18年4月審査分と比較すると3．6千「り増加している（表6）。   

、平成18年5月審査分と平成19年4月審査分の受給者1人当たり費用額を、サービス種類別   

に比較すると、介護予防福祉用具貸与一などで減少し、介護サービスにおいては令てのサービスで   

増加している ■こ表7）。  

表6 受給者1人当たり費用額の年次推移  
（車巨 †  

1  F」k Lてl（＝1  戌 Lトリト1＝1  rrト．皆 十トユ 州 改 ′J⊥  イ り1こ  

表7 サービス種類別にみた受給者1人当たり費用額および重用額累計  

介護サービス  
介護戸l彷サービス  

1ノ、右トミけ川上糾  

林′二：「j  十皮＝石イセ  

ー裾一   
兄い打∴ぺl洲  

5欄情宣」j′汁frl二うJ  

総 放   1こ軋†）  Ⅰ7：i．リ  ㌣照1け里   

Ht卜し   パ1．2   川tう∴）  2，「ココうぅ【    コ   

ノ吊姉川   7t∴   （＝．5  コり5」リtl   

ト】1」行誹   1H．リ   （i2．こう  （うご1トくコ上言   

ノ ㌔リ、、汗手∫「，璧   1」．り    う（う．H  う：ミ5「H   

ト川．】fi隻   1什ご   1】．ご  1：225りl   

／ノ＝＝ベ   ンごノ   コユH    巳5．5   狛冊1   

也り1れ湛   5〔）．リ    7．う．ご  7賞）バ1■l   

l頼リノ＼L′－一ンし   トニ0    7う．1  ：127りパて’   

阜【舶用＝甘汁   11．1  1う．h  圧に＝証＝   

b弼り＼川r   Hう．丁   リ1．ご  コH：う11コ   

り瑚ノ、ノ‥作り什．准   バh．ご    りエ0  ココHH：ミ：う   

再町人り仲凍上護持制1   77．り    7リ．7   1H15リ   

頼切ノ、宮崎産介㈲小iユノ∴量7   リこう．5   ！）7．リ   h】1り   

川七療養1うこ理指個   ～）．h   ln．（）  25（）7（1   

精工巌昔人情首′「汗吉雄   け汀）コ   1リ（），ご  沌11こ～リ   

十仁卜世上ほ   1り．1  11Ji  コ71∴∴   

他硬、ヰイ．里サ」十∵   」1（i．ご   2コ1．0  1J†∵ト＼   

付7‡」打沈予／r王二「＼護   17」う    ご（）．h   7り   

．浩加り吊L里雨宮十護   り】二う   1川う．H   17リ：ミリ   

1（吊．：i  け乙2．冒   5二日（）   

」、規柏多柵龍ノ川十亡巨．嘩        ．i上し1」症拙 ′．1∴■1什f「ト護り1掴削川＝叫   コうご．う   2日5．（i  汀1」け   

．認力札与板彗＝し－什妄．1イ＼護二机用＝：川   5ごう．1   77．う   パ5   

触媒痛打里甘心前昔、い√′卜√【「汗護   l樟招  1t）ニi．（う   棋狛   

地味軒㍍＝項律ノ＼よ．「晶→板‖とリ十∵1   」（；7．H   コ7（）．t）   」H7：ミ   

触昔トト；二ぺ   ご75．（う   ごHh．7  27（1ミjllリ   

什．】鮒刷」嵐昔サ▲し二1   」5巳．リ   コ（i」．う  1コ：う7机‖   

れ相性祀施．とり一∴1   ごh」．1  コ7fl．1  〔）Hl」（う5   

れ麿軒蕗施パI斗∴1      L   ：汀：う．1 ：‡榊．ご  5′170HO   

1ノ、LVノ吊ヤ呵粧  

けい：「」＼  戌け‖刊  
仲潮l・軋亨1  

成＝項Flこ】！j  

∴用帯刀車用項1／   

1叛   二う二i．0   札1  1丁7川1コ   

ト．t■亡「ルL［三＝ 二、∴   こぅ∴（）  ；l．」  15言（）1Ⅰ   

川】」油‖   ：iO．こう  ．〉」．」  Ⅰ＝甘＝   

ト准川ノノ け＼L稚   1t）．H    コ（）．1   ltう：弓7トi   

r、准「情ノリ、浴十戒   ‖．7   う1t）   ト1   

r「澱川畑川怖‖度   」5．1   」（う．ト   うう（うコ   

汗．准「▼ニノ」＼〔／jリノ、トニ、／トトシ「二／   」1．（）   コ：ミ．り   5ll   

ブ＼護Jしりか叶行祀   う：う．り    こう1．（）  （11仁浴   

卜≡佳作h仙申／、し∴†ノーー∴ノレ   ：杓．り   川．7  コ〔う7：うt）   

行推†′7坊偏粧川ししt＼ニリ   lトト  ．   ＝照（）   

丹瑚人再   二il．H   ：う1．う   1杵15   

狛せ伸仲川人z眉iり「．准   うニー．リ   ：う：う」う   十1＋j1  

ナ＼港作煩潮人困勅射＼護（打建）   う（；．丁   ：うり．5   ）【り  

巨護J′′；小り別ノ、叫暁藻草滝川≠㍗   川．5   ：与5．7   二〔）  

1′「推「仇十笑伸雄汗－ユ情㌻il岩しi   パ．（i  リ．■1   樟溝   

行護r畑1、1†左裾ぷ人：帯′トリ＼．護   1（信，tう  1りこヱ．ご   リリこう5   

ト准日量土′∈   （i．t）  しう  ごり1りH   

丹誠「常州両津訂＝丹－一しこぺ   拍7．」  1二三H．7   ト里＝   

r「准＝㍑一i川‖付く川」、‖軌l＝中丁ト護   1【う．（i  ＝」   ごり1   

r守苦汁牛車規槻多用絹㌣㌣居「介．准   （i：ミ．1   腑7   

r＼．隼什㍑砧一対し．．ノ＝′∫卜1．「rト護（う、二期川】けノ、仲  巳lこう．（）  ン＝．ご   1lHコ   

j′、護r帖i．抽】L＝ニュ巾Lこノ■ニ川、rり′＝†巨護け中州‥＝）   17．l   0  

t l）一之訂渚1ノ、、、1うたり津川杏仁費川観／／／支給音数   
2）費川斬とは商都，に力i鳩紆ごテ如上された紆ごあり、保険給付紆、公費負拍植、利川行住担額申合計締であろノ仰J▲付が西友支払う償還払いは合主ない  
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（2）都道府県別にみた受給者1人当たり責用額  

平成19年4月審査分における受給者1人当たり費用額を都道府県別にみると、介護予防サ   

ービスは石川県が41．7千円と最も高く、次いで福井県が41．3千円、愛媛県が40．8千円とな   

っている。介護サービスでは、高知県が193．7千円、次いで石川県及び佐賀県が192．9千円と   

なっている。（表8）  

表8 都道府県別にみた受給者1人当たり責用額  

平成19年4月審査分  

（単位：丁・円）  

介護予防サービス  介護サービス  

介．澄子防居宅   

サービス  
介護予防地域  地域密着型   

サービス  密着型サービス  

3
8
．
1
霊
3
8
．
4
3
7
．
。
莞
莞
m
3
7
．
8
莞
4
。
．
6
…
莞
3
7
・
。
4
。
・
2
莞
3
3
・
6
㌫
莞
4
。
・
。
薫
4
。
・
3
莞
3
8
・
3
3
8
・
1
莞
3
9
・
。
3
9
・
3
 
 

34．2  128．7  

：i5．6  1：う5．6  

34．9  17／1．9  

34．5  8／1．0  

33．1  163．0  

32．7  158．0  

9  224．0  286．7  

北海道  

青森県  
岩手県  

宮城県  

秋田県  

北海道  

庁森県  

岩手県  

営城県  

秋田県  

172．7  84．4  

154．6  87．1  

163．1  91．3  

167．2  105．3  

15：う．6  86．0  

240．7  292．8  

245．0  282．2  

213．4  278．9  

219．1  276．1  

23／1．1  276．7  

208．1  270．8  山形県  

福島県  

茨城県  

栃木県  
群馬県  

山形県  

福島県  

茨城県  

栃木県  
群馬ノ県  

36．5  124．2  

35．2  156．6  

：i5．3  140．7  

33．8  76．2  

36．1  105．0  

33．7  159．3  

34．4  120．6  

3こう．1  82．5  

34．9  130．1  

ニi5・  月l・9  

：う6．5  14：う．5  

37．2  218．4  

37∴4  92．1  

35．8  257．6  

33．6  68．2  

3こi．7  138．6  

36．0  129．9  

36．1  137．3  

3／1．0  193．9  

3／1．1  53．7  

170．7  103．1  

165．1  100．1  

166．4  99．1  

167．9  106．0  

176．5  111．7  

202．5  275．1  

245．4  274．0  

211．3  279．4  

242．7  275．4  

165．0  104．2  埼下県  
千・薬県  

東京都  

神奈川県  

新潟県  

富山県  

石川県  
福井県  

山梨県  

長野県  

埼玉県  

千葉県  

東京都  

神奈川典  

新法律，ミ  

富Ll」県  

石川県  

福井県  

山梨県  

長野県  

岐阜県  

静岡県  
愛知県  

二重県  

滋賀県  

231．7  282．6  

229．2  279．4  

170．0  296．1  

230．2  291．4  

187．0  285．2  

227．2  296．2  

2ノ18．1  290．5  

198．3  283．0  

235．3  270．3  

175．1  279．0  

236．2  273．9  

199．5  284．6  

231∴う  286，4  

235．8  279．7  

184．2  285．6  

167．1  109．3  

175．6  116．7  

171．R  llO．4  

179．7  110．2  

179．0  106．6  

192．9  107∴4  

185．7  112．5  

174．8  117．4  

169．′1  106．3  

176．0  108．9  

181．3  113．0  

176．5  115．8  

171．0  109．6  

172．9  111．4  

岐阜県  

静岡県  
愛知県  

二重県  

滋賀県  

9 5．5  298．3  京都府  

人阪府  

兵庫県  

奈良倶  

和滞日」県  

京都府  
大阪府  

兵庫県  

奈良県  

和歌山県  

鳥取県  

島根県  

岡‥l県  

広島県  

ニう0．0  69．8  

30．8  14こi．7  

32．8  109．3  

3：i．7  87．1  

31．8  135．2  

：i4．8  57．6  

35．6  85．1  

36．0  ト46．8  

34．2  135．2  

3／1．7  93．7  

168．0  99．8  

170．0  109．2  

176．5  111．8  

166．3  106．6  

178．0  116．0  

1  

237．9  295．0  

214．4  287．5  

236．4  276．6  

227．7  284．3  

211．2  276．8  

210．3  282．2  

243，0  279．5  

231．1  288．8  

205．4  295．5  

鳥取県  

島根県  

岡山県  

広島県  

由仁」県  

184．0  109．9  

180．0  108．5  

172．8  104．4  

178．7  109．9  

183．0  101．6  

徳島県  

香川県  
愛媛県  

高知県  

福岡県  

徳島県  

杏川県  

愛媛県  

高知県  

福岡県  

34．9  209．6  

36∴う  122．7  

36．1  201．7  

33．6  191．H  

34∴う  138．0  

33．9  16／1．5  

33．7  16日．6  

35．5  92．6  

3′1．4  1：う1．2  

3／1．3  115．7  

35．1  168．3  

35．8  81∴1  

188．9  98．1  

171．2  100．3  

162．7  91．9  

193．7  】07．2  

185．7  】11．8  

245．4  296．2  

230．4  277．3  

252．5  2と主8．2  

248．1  309，9  

240．1  294．6  

240．8  289．8  

247．0  280．4  

227．6  297．9  

214．8  280．4  

2′18．8  288．8  

佐賀県  

長崎県  

熊本県  

大分県  

宮崎県  

佐賀県  

長崎現  

熊本県  

人分り，と  

宮崎県  

鹿リユ島リ1‡  

沖縄県  

192．9  112，2  

18－1．3  105．3  

192．0  107．5  

175．0  107．2  

1日O．0  109．7  

170．4  91．1  

】87∴う  129．4  鹿県鳥県 沖縄県  
242．5  282．R  

197．1  280．4  
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3 居宅サービスの状況  

（1）利用状況  

平成19年4月審査分における平均利用率（居宅サービス受給者平均給付単位数の支給限度   

基準額（単位）に対する割合）を要介護（要支援）状態区分別にみると、「要介護5」55．6％が   

最も高く、次いで「要介護4」54．4％、「経過的要介護」矧7％となっている（図4）。  

また、居宅サービス別に受給者の要介護（要支援）状態区分別利用割合をみると、訪問介護   

はいずれの要介護（要支援）状態区分でも約4割～5割となっており、訪問看護は要介護（要支   

援）状態区分が高くなるに従って利用割合も高くなっている（図5）。  

図4 平均居宅サービス給付単位数一平均利用率  

平成19年4月審査分  

匿冠冠詞支給限度基準額（単位）  E＝：：コ居宅サービス受給者  
平均給付単位数（単位）  

平均利用率（（滝）  

（単位）  

50000  
5巨1   55・6  

ヰ0000  

46．㌻＼  
40．0  

30 000 

20 000 

10 000 
10．D  

l†）7（）  

0．0  

要支援l  要支援2 経過的要介護 要介護1  要介護2  要介護3   要介護4  要介護5  

注：1）居宅サービス受給者平均給付掛位数は（居宅サービス給付単位数／受給者数）である。   

2）平均利用率（％）は（平均給付単位数／支給限度基準触×100）である。  

図5 居宅サービス別にみた受給者の要介護（要支援）状態区分別利用割合  

平成19年4月審査分  
（！′り）  

60．0  

5（）．0  

妻女緩1  捷k接ご 粛かL川」要ブh‖隻 堤汁護1 堤汁護2   L要介庵：う   豊作護J  せ介攫う  
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（2）訪問介護  

平成19年4月審査分の訪問介護受給者について要介護状態区分別に訪問介護内容類型の割   

合をみると、経過的要介護では「生活援助」85．8％、要介護5では「身体介護」82．0％など  

となっており、要介護状態区分が高くなるに従って「身体介護」の利用割合が高くなり、「生  

活援助」の利用割合は低くなっている（図6）。  

また、1人当たり費用額は、介護予防訪問介護ではほぼ一定額で推移しているが、訪問介護  

では、受給者の介護予防サービスへの移行に伴い増加している（図7）。  

図6 要介護状態区分別にみた訪問介護内容類型別受給者数の割合  

平成19年4月審査分  
（％）  

100・0   ■■身体介誰 匿喜詔身体介卦′＝舌援助Eコ生活援助［：コ通院等乗降介助  

80．0  

60．0  54．2  

44．0 44．1  
38．7  

48．1  

40．0  

20．0  

0．0  

総数   経過的要介護  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5  

受給者数 （832．3）   （14．0）   （299．6）   （212．7）   （137．6）   （94．6）   （73．8）  

（千人）  

注：1）訪問介護内容類型別受給者数は、それぞれの内容類型別の尖受給者数である。  

2）「身体介護・生活援助」とは、身体介護に引き続き生活援助を行った場合をいう。  

図7 介護予防訪問介護・訪問介護の受給者数及び1人当たり責用額の月次推移  

■介護千陸訪問介護受給者数（千人）  田訪問介護受給音数（千一人）  

一▲一介護子帖訪F～り介護1人、⊥うた り費用徹（「一「リ）  ◆訪㈹介．潅1人、■1たり糾‖裾（「一r「」）  

5月審奄分 6  
平成18年二  

1  

、l（成1叫二  

7  8  9  10  11  12  ：  ．ミ  l   
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（3）福祉用具貸与   

福祉用具貸与種目別に、1年間の単位数の割合をみると、「特殊寝台」が40．9％、「車いす」  

が22．1％となっており、「特殊寝台付属品」及び「車いす付属品」を含めると、特殊寝台及び卓い  

すの貸与が全体の8割を占めている（表9）。  

表9 福祉用具貸与種目別にみた件数1単位数  

什   紋   をi与． 位 数  

≠成川咋セ  、自戒17隼渡≡ ＋メ小甘牛皮  平成1が卜度  、卜成17牛皮対前ヰ度  

（ーイ′卜） 構成割合（（）1，）（丁作）  増減比丹））  （㌣掛位） 構成割合＝′′（，）（丁一弾イ、ンニ） 増減比（（そイ））   

総数   ：う7715，t）  100．0  10リ9′1．1  △H．0  1（〕h772HO  100．0  け＝持0こうRO    ∠ユ10．5   

■l】二いす   101〔う．t）  1こ1．0  ／lリリ2．O  J＼l．5  ニミ73201日  22．1 ：弓921日15  △′1．9   

トト1  芸：12こi′1畑  1」う  19H2二う5  11－二いす付捕品   11り2J）  2．リ  1（）17．7  7．1   

牛車架寝台   6R9こ1．（う  1HJi  H2日り．R   Jゝ16．6  h醐9′ト1こう  10，（）  8520（汗）H   上皇18．9   

特珠鳩十汁◆械品   川111，1  1R．1  20日Ol．1  Jゝ12．バ  2682 LH′1  15．9  ：ミ1三三5129   ∠△ 卜1，2   

匪ゾれ防直‖艮   1755．7  1．7  17こ∃7．しう  l▼0  11こ弓1（）用  6．7  1101：157  2．′1   

休位変換器   111」う  0」1  100．（う  1ニー．7   こぅ92こi5  0．2  3520（）  1ト1   

トrり   10ト1．7  二三．H  （う7H．1  5√1．l  ニ‡；2日255  1．9  227ごこう2  ノ11．5   

スローーブ   705．（；  1，（）  トトl．1  ト1．8  ′′1：i901：う  2，（う   378570  16．0   

′ムこ子j二旨：、；   171二う．こミ  1．5  1坐り．5  15∴1  Fi16リ：う0  ：う．1  1565三23  1こi．2   

揖行補助∴え   7（う：う．H  ご．0  72こう，5  5．6   90161  0．5  8715∴1  ：う．l   

認如．王高齢音排糾感知機器   ご丁．h  O．1  二21．H  26．6   22こ1′′17  0．1  18157  23．1   

5∴う6，′1  1∴1  移動川リフト  55：弓．2  ∠ユ：う．0  77′13：Z7  ノ1．6  77■12こミ2  0．0   

注：祈隼度とヰ）5ノー審脊分（ノ㌍イ「川審査分去で山累計である  

図8 福祉用具貸与種目別にみた要介護（要支援）状態区分別件数の割合  

平成19年4月審査分  

せ上様′、芋・畳侶蔓1 要介護2  要介護ごi  要介護1  要介護5  

車いす け刃 7，0  

車いrr「付保晶  

り  
特殊睦子「  

り  
特殊寝台付牒品  

休位変換器  

干すり  

スローーフ  

歩行揖  

ノお寺J一補助／〕え   

認知症高齢者排掴感知機器  

移動用リフト  

0％  20∩も  40％  60％   

汗：せ支援勺71とは、聖二支援1，要支緩2および経過的要介護の合計である  

－10   



4 地域密着型サービスの状況   

平成19年4月審査分における地域密着型サービスの請求事業所数は、認知症対応型共同生活介  

護で8，776事業所、認知症対応型適所介護で2，562事業所などとなっている（表10）。   

また、地域密着型サービス別に、受給者の要介護（要支援）状態区分別の割合をみると、「要介護  

3」の割合が最も多く、次いで「要介護2」となっており、「要介護1」～「要介護3」の受給者  

が約7割を占めている（図9）。  

表10 地域密着型サービス請求事業所数の月次推移  
（中位：車業所）  

平成1紳i  、和文19隼  

5ノブ審弟分  6  7  8   †）   10  11   12  1  2  ：う  1  

ニ！15  こ12′1  ニilO  介護「防一認知症ふ＝ふ里適所介‖隻  

介護「防小規模多機佳型居′亡三介護  

介護r′lれ認知症対応骨川舟′h矯介ミ斐  

2こうこう   268   2！）2   310   ニう08  こうO HO lこう9 1月2  

5〔）  181  1  1こ～  22  こう7  51   6（）   96   115  ↑
、
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認如症対宜普通州介護  

小規模多機能聖1相室介護  

認知症対応型虻「■㌣生溝介．潅  

地域密新こ型特定施設入居者／I二活介護  

地域密着型介護老人福祉施設  
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図9 地域密着型サービス別にみた要介護（要支援）状態区分別受給者数の割合  

平成19年4月審査分  

要支援2 07  

1繹適抽要介護 0．2  
要介護1 要介護2  要介護こi  要介護4  要介言隻5  要支援10．9  

＼  
介護紺局鋸l】症対応型適所介護  

認知症対J′己こ塑適所介護  

－ －∴∫  ニ」」  

0．6  

14．8丁＋6，1＝  

介護予防認劇症対応型共同生活介護  
（短期利用以外）  
認鉦症対症こ彗4共‖牛活介護  

（短期利用以外）  

100％   80％  6（蟻  宜掬  0％  二■け－   
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5 施設サービスの状況  

（1）要介護状態区分別にみた単位数・受給者1人当たり責用額  

各施設サービスの1年鼎1の単位数は、介護福祉施設サービスが最も多く、次いで介護保健施   

設サービス、介籍療養施設サービスとなっている（表11）。  

去た、′受給者1人チうたり費HJ額をみると、いずれの施設サービスも要介護状態区分が高くな   

るほど費用額も高くなっている（図10） 

表11施設サービス別にみた要介護状態区分別単位数  

平成18年5月審査分～平成19年4月審査分  

介護福祉施設サービス  介護保健施設サービス  介護療養施設サービス  

単位数   構成割合   単位数   構成割合   単位数   構成割合  

（丁一酢位）   （％）   （丁・単位）   （％）   （千単位）   （％）   

総  数   1225606′16   100．0   97531661   100．0   50 799 050 100．0   

要介護1   4973505   4．1   y 605 947 9，8   668344   1．3   

要介護2   10854233   8．9   16540958   17．0   1606745   3．2   

要介護3   23 307 083 19．0   25 673 744 26．3   5402784   10．6   

要介護4   4091こう809   33．1   27 608 608 28．3   14112865   27．8   

要介護5   42257057   34．5   177／15678   18．2   28 992 151 57．1   

図10 要介護状態区分別にみた施設サービス別受給者1人当たり責用額  

平成19年4月審査分  

（千円）E＝＝コ介護福祉施設サービス  園介護保健施設サービス 圏介護療養施設サービス  

500．0  

412．3  

3～享臥2  385．7  400．0   

要介護4  要介護5   総数  要介護1  要介護2  要介護3  

12－－  



（2）退所（院）者の入所（院）期間別割合  

平成19年3月中に退所（院）した施設サービス受給者について、要介護状態区分別に入所   

（院）期間の割合をみると、介護福祉施設サービスではいずれの要介護状態区分でも「1年   

～5年未満」が最も多く、介護保健施設サービスでは「30日～90日未満」及び「90日～180   

日未満」が多くなっている。 介護療養施設サービスでは、要介護状態区分が高くなるに従っ   

て「30日未満」及び「：；0日～90日未満」の割合が少なくなり、「1年～5年未満」の割合が   

多くなっている。（図11）  

図11 施設サービス・要介護状態区分別にみた退所（院）者の入所（院）期間別構成割合  

平成19年4月審査分  

iOL†～    90＝へ  180【」～  

30し」末子l丘i 90ト」未満  用OH未満 1隼未満J  l隼～5イ‡未irHi  5年以［ 

要介護2 5．3  

介護福祉施設サービス  
要介護3 6．6  

注）  

要介護44．7  

要介護5  

要介護1l12．2  

要介護2［  

介護保健施設サービス  要介護3［  

要介護1  25．5  

要介護2  

09）  10％   20％   30％   40％   50％   60％   70％   80％   90％  100％  

注：介護福祉施設サービスには、地域密着型介護福祉施設サービスを含む〔）  
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統計表1介護予防サービス受給者数，月・サービス種類別  

（単位：千人）  

7月     R月  9月  10月  11月  12月   平成19隼1月   2月    ：川  川  

総数  

介護「ドプ川÷モサービス  

訪問適所  

介．護ナ防訪常介護  

介推目端訪問人浴介護  

介護r朝訪問着護  

介護7′防言ん問リハビ、リテーシ］ン  

介護「防適所介護  

介護予防適所拉ヒリテーンヨン  

介護紺ノ」福祉用H貸り  

毎期人1・†手  

介護r朝短期入所竹舌介護  

介護耶ノブ短期人所糠養介護（者健）  

介護「朝凍澗］入所療養介護（病院等）   

介護「防は宅療養管理指導  

45．2  125．5  198．7  266．6  334．4  404・2   463・0  507・7  

391．0 451．2  495．3  

描1 。79．8  
1  

は8．4   221．6  211．0  

。．2  。．3 。∴ミ  

11．8  13．5  14．8  

1．6 2．2  2．7  

58：i．7  620．7  〔）62．6  

37．2  115．0  186．9  25‘ノ暮．7  321．5  572．7  机0．1  651．6  
1  
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介護刊彷認知プ．H小心型共同生活介護（短期利用）  



統計表2 介護サービス受給者数．月■サービス種類別  

（単位：千人）  

訪問リハビリテrシ］ン  
十  

適所リハヒ♪リテーシ］ン  

1017．3   
i - 

短期入所生活介護   

短期人所療養介護（老健）   

短期入所療養介護（病院等）   

居宅療養管理指導   

夜間対応型訪問介護   

小規模多機能型眉ヰ介護  

地域密着型介護老人福祉施設サービス  

介護福祉施設サービス  

鳴＿；  



用 語 の 定 義  

（1）原審査  

サーービス事業所から請求のあった介護給付費明細書等に対する審査をいい、計画単位数を   

超える請求があった場合は査定減点されることがある。  

なお、原則としてサービス提供月の翌月が各都道府県国民健康保険団体連合会の審査月と   

なっている。  

（2）受給者数  

当該審奄月に保険請求のあった者の数であり、 

ビスを受けた場合、サービスごとにそれぞれ計上するが、総数、小計には1人と計上してい   

・二  

なお、年間累計受給者数は、各審査月の受給者数を合計している。  

（3）年間実受給者数  

平成18年4月サービス提供分から平成19年3月サービス提供分の介護サービス受給者につい   

て名寄せを行ったものであり、当該期間途中に被保険者番号の変更があった場合は、別受給   

者として計上している 

（4）年間継続受給者数  

平成18年4月から平成19年3月の各サービス提供月について1年間継続して介護サービスを   

受給した者をいう 

（5）認定者数  

要介護（要支援）認定を受け介護保険の受給資格がある者として、審査月の前月中に受給   

者台帳に登録されている者をいう。  

（6）費用額  

保険給付額と公費負担額、利用者負担額（公費の本人負担額を含む）の合計額である。  

（7）単位数  

介護サービス費用の単位であり、1単位二の単価は地域により異なる。  

（8）居宅サービス給付単位数  

介護給付費明細書のうち、居宅サービス支給限度額管理対象単位数の合計である。  

（9）経過的要介護  

改正介護保険法施行日（、ド成18年4月1日）において、 有効期間が満了する前の旧要支援者   

については、改正介護保険法附則第8条の規定により、施行日に要介護認定を受けたものと   

みなされるため、当該有効期間満了目までの間は「経過的要介護」として予防給付ではなく   

介護給付の対象となる。  

（10）訪問介護内容類型  

・身体介護…利用者の身体に直接接触して行う介護等と、日常生活に必要な機能の向上等のた  

めの介助及び専門的な援助をいう。  

・生活援助…日常生活に支障が生じないように行われる調理・洗濯・掃除等をいう。  

・通院等乗降介助…要介護者の通院等のために指定訪問介護事業所の訪問介護員等が、自ら運  

転する車l■f∫巨＼の乗車・降車の介助を行い、あわせて乗車前・降車後の屋内外での  

移動等の介助、圭たは通院先・外出先での受診等の手続・移動等の介助を行うこ  

とをいう 
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